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1．はじめに 

本稿を読んでくださる多くの方々には既知のこと

であるが，英語でMaritime Autonomous Surface 
Ships（MASS），日本語で自動運航船，無人運航船，

自律運航船などの名称で呼ばれる船舶の実用化に向

けた実証実験を含む研究開発が世界各国で積極的に

進められている。日本語における自動運航船，無人

運航船，自律運航船の違いに関しては，著者なりの

定義づけを後述するが，本稿ではまとめて自動運航

船と呼ぶこととする。 
国によって多少の温度差はあるが，自動運航船に

関する研究開発を行う目的は，「船舶運航の安全性

向上」，「船員の負担軽減」，「船員不足への対応」，

「環境負荷低減」，「運航コスト削減」，「技術的興味」

に分類できる。COVID-19のために海外渡航が制限

され現地調査を行うような活動が難しくなってしま

ったが，諸外国においても抱えている問題は同じだ

なあと実感することが多い。裏を返せば，日本国内

で抱える問題を解決する技術を開発すれば，同じ技

術を海外に売り込めるチャンスが多いということで

ある。 
一方，諸外国では単に技術開発を進めるだけでな

く，技術開発の段階から法制度整備・国際標準化を

にらんだ活動も積極的に行われている。日本におい

ても国土交通省が2020年12月に「自動運航船の安

全設計ガイドライン」を策定する1)，（一財）日本

船舶技術研究協会が日本財団の助成を受けて

「MEGURI 2040（無人運航船）に係る安全性評価

等事業」を実施し，その中で「無人運航船の実施に

必要と考えられる安全上の要件を取りまとめ，自

動・遠隔及び自動化レベルを統一して取り扱うガイ

ドライン案を作成する」2)とする等，国際標準化に

向けた活動が始まっている。改めて述べる必要もな

いことであるが，これらの事業に日本海事協会の

方々も参加されているため，日本としても技術開発

だけでなく法制度整備に関しても海外に向かって発

信していく体制は整っている。 
このような社会情勢を鑑み，本稿では主だった国

内外における自動運航船の技術研究開発動向を紹介
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するとともに，著者の考える技術的課題，必要な研

究開発事項について述べる。 

2．自動運航船とは？ 

2.1 自動運航船等の用語定義 

はじめに著者の考えるMASS，自動運航船，無人

運航船，自律運航船，自動航行船，無人航行船，自

律航行船の定義を述べる。本定義はあくまでも著者

が使い分けたほうが本稿で述べる技術動向を説明し

やすいために定義するものであり，一般的に認知さ

れている定義ではないことはご承知おき頂きたい。

現在，MASSに関しても，ISOにおいてISO/AWI 
23860として検討されている段階であるため3)，正

式に定義されると本稿で用いている意味と異なる可

能性があることをあわせてご承知おき頂きたい。 
2.1.1 自動航行船・自律航行船・無人航行船 

「自動航行船」とは何らかの自動制御機能を使用

して，人間が直接，舵や推進器等の航行に関する機

器を操作することなく航行することのできる船舶全

般のことである。既に既存の船舶の多くにも搭載さ

れているヘディングコントロールやコーストラッキ

ングも自動制御機能の一種であり，これらの機能を

用いて航行している船舶も自動航行船である。また，

後述する，自律航行船，無人航行船も自動制御機能

を利用して航行する船舶であるため，自動航行船の

一種である。 
「自律航行船」とは，各種センサをもちいて船舶

周囲の物体を認識し，衝突の危険のある物体である

か否かを判断し，衝突の危険のある物体に対しては

回避行動を行い，回避行動終了後は設定された目的

地に向かうための適切な航路に戻る，というような

行動を，人間の判断が介在することなく自動で行う

ことのできる自動航行船のことである。ヘディング

コントロールやコーストラッキング制御には障害物

を認識し回避するという認知判断機能はないが，認

知判断機能が搭載された自動制御装置を搭載する船

舶ということが大きな特徴であり，技術開発目標と

なっている船舶である。ただし，あくまでも操船に

関する判断，操作を人間が介在することなく行うこ
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とのできる機能を有する船舶という意味であり，実

際に操船を行うことのできる船員が乗船しているか

否かには関係がない。 
「無人航行船」とは，船員が乗船していない船舶

のことであり，上記の自律航行船の機能を搭載して

いる，または遠隔地から人間が通信手段を介して操

船指令を船舶に送信しその指令に基づいて航行する

自動航行船のことである。船員が乗船していないと

いうことが条件であり，旅客は乗船していても良い。

通信が途切れる可能性があることを考えると，自律

航行船の機能を装備していることが期待されるが，

自律航行機能を装備せず，遠隔地から舵や推進器等

の航行に関する動作指令を送信するような遠隔操縦

による船舶も，操船を行う船員が乗船していないの

であれば無人航行船に分類できる。 
2.1.2 自動運航船・自律運航船・無人運航船 

船舶運航を考えた場合，「設定された航路上を一

定速度で障害物を避けながら航行する」という航行

機能だけでなく，「桟橋・岸壁から離れる」，「加減

速を行う」，「沖合で投錨して航海状態から停泊状態

に移行する」，「沖合で揚錨して停泊状態から航海状

態に移行する」，「桟橋・岸壁に停泊させる」という

作業や旅客，貨物の積込，荷下しという作業も行わ

れている。海運会社の業務として考えると，船上作

業だけで完結するわけではなく陸上設備との連携を

図るとともに，単に一隻の運航を考えるのではなく

複数の船舶運航との協調を図る必要がある。そこで

本稿では，これらの業務全体で船舶運航が実現され

ている考え，これらの業務全体を行うシステムとし

て「運航」と呼ぶこととする。その運航を行う際に

使用する船舶が，自動航行船，自律航行船，無人航

行船である場合を，それぞれ「自動運航船」，「自律

運航船」，「無人運航船」と呼ぶ。先に述べたように

自律航行船，無人航行船は自動航行船の一種である

ため，自律運航船，無人運航船も自動運航船の一種

である。 
2.1.3 MASS 

日本国内でも用語の定義が確定していないことと

同様に，海外においてもMaritime Autonomous 
Surface Ships（MASS）の定義はまだ確定してい

ない。しかしながら，MASSに関する国際会議に参

加して発表されている内容を考えると，舶用機器関

連企業，通信関連企業，スタートアップ企業がそれ

ぞれ自分たちの技術を船舶に適用した発表を行って

いる。Autonomousという言葉が使われていること

からわかるように，自律機能を搭載した船舶を想定

としているため，2.1.2節で定義した内容的には

「自律運航船」が日本語訳としては一番近い。しか

しながら，まだ自律機能は開発途上であり，自律機

能の一部を開発した自動制御装置の段階での実験が

行われている現状を考えると「自動運航船」と呼ぶ

方が適している。よって，本稿ではMASS＝自動運

航船として考える。 
2.2 自動運航船のハードウェア構成 

研究開発目標となる自動運航船のハードウェア構

成を図で表すと，図1のようになる。 
基本的には，複数の自律航行船，遠隔地において

監視を行いながら状況に応じて指示を行う遠隔制御

室（遠隔指令室），自律航行船と遠隔制御室間で情

報交換を行うための通信システムの3つで構成され

る。自律航行船を航行させる海域の状況や，気象海

象状況を観測するための監視観測機器を港湾やブイ

等に設置して情報共有することも有用であるため，

監視観測機器とも連携できるシステム構成としてお

くことが望ましい。 
安全に自動運航船を活用するためには，船舶単体

で状況を認識，判断し，航行する機能の実装が必要

であるため，使用される船舶は自律航行船であるこ

とが必要である。 
また，遠隔制御室に関しては，運転手が乗車しな

いという意味で自動運転技術が先行している鉄道の

例を考えても運行管理を行う総合指令室が存在する

ので，航行する船舶に対して陸上側から監視すると

ともに，適宜，遠隔地から指令を送信することがで

きるシステムの整備が必要である。 
自律航行船と遠隔制御室，監視観測機器の間では

情報交換を行うため，この情報交換に使用する有

線・無線通信環境の整備が必要である。 
2.3 自動運航船開発の目的 

国によって多少の温度差はあるが，自動運航船に

関する研究開発を行う目的は以下の通りである。 
2.3.1 船舶運航の安全性向上 

自動車分野の話となるが，2021年11月以降の新

型車には衝突被害軽減制動制御装置（自動ブレーキ）

 
図1 自動運航船ハードウェア構成 
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が義務付けられる4)。これは，このような自動制御

装置を搭載することによって事故の発生を抑制でき

るからである。人間は疲労等によって，どうしても

見落とし，誤判断を起こしてしまう恐れがあるため，

このようなミスによる事故を減らすために，人間の

判断を補助する自動制御装置の開発が求められてい

る。 
2.3.2 船員の負担軽減 

現時点においても，ヘディングコントロール機能

を利用することによって，船員は目標針路を保持す

るために舵を操作するという業務負担を軽減すると

ともに，周囲を見張る業務に注力することができる

環境となっている。さらに自律航行船が実現するよ

うな状況となれば，さらに見張り業務に対する負担

も軽減することができる。 
2.3.3 船員不足への対応 

船員の業務は日本では，きつい，汚い，危険の

3K職場の一つとして捉えられる場合もあるが，海

外においてもDull，Dirty，Dangerousの3D jobと
捉えられ，若者の就労希望者が少なくなってきてい

るとのことである。特に内航においては50歳以上

の船員の割合が約46％を占めるため5)，近い将来，

船員不足問題がより深刻になることが容易に想定で

きる。 
2.3.4 環境負荷低減 

自動運航船が直接，環境負荷低減につながるわけ

ではないが，無人運航船が実現されれば船員の労働

時間が長くなるという問題が発生しないため，船舶

の航行速度を遅くしても良く，航行速度を遅くする

ことによって燃費を削減し，環境負荷低減に貢献す

ることができる。 
2.3.5 運航コスト削減 

無人運航船が実現されれば，船員の雇用費用，乗

船中の食費等の経費を削減することができる。さら

に船舶内に船員が居住するためのスペースをなくし

て貨物を積載する量を増やすことができる。 
2.3.6 技術的興味 

特に自動車分野において，自動運転技術の研究開

発が進んでいることから，船舶分野においても自動

運転技術を利用する可能性があるのではないか，と

いう技術者の純粋な技術的興味から研究が進められ

ている。 

3．国内外の自動運航船関連技術の開発例 

3.1 国内外の関連技術開発動向概要 

改めて言うまでもなく，自動運航船の開発を行う

ためには，数百億円という多額の投資が必要となる。

投資家からの資金を獲得するためにはやむを得ない

ことでもあるが，CGによるプロモーションビデオ

を活用したコンセプトの発表は大々的に行うものの

実際に船舶を建造しての実証実験までなかなか進ま

ない，船体は建造できても自動運航を実現するため

のソフトウェア開発が進んでいない，というプロジ

ェクトが多数存在する。本稿では，少々古いものも

含まれるが，実際に運航されている比較的大型の船

舶を利用した，自律運航船を目指した自動運航船の

実証実験に焦点を絞って代表的な事例を紹介するこ

ととする。 
3.2 国外の関連技術開発例 

3.2.1 Rolls-Royce 

2018年12月，Rolls-RoyceとFinferriesはTurku，

FINLAND に て ， 全 長 53.8m の カ ー フ ェ リ ー

「Falco」によるParainen – Nauvo間の完全自律航

行，先の定義でいう自律運航船の範疇となるデモン

ストレーションを実施した。Falcoの自動着岸の様

子を図2に示す。センサとAIを統合した障害物検知

システムを搭載し，障害物検知システムからの情報

に基づいて障害物回避を行うとともに，自動着岸を

船員が一切操作しない完全自律操船制御にて行った

とのことである6)。システム開発にあたり，約400
時間におよぶ海上テストを実施したとのことである。

なお，2019年4月に本自動運航システム開発プロジ

ェクト（SVAN（Safer Vessel with Autonomous 
Navigation）プロジェクト）を行っていたRolls-
Royceの商船部門はKongsbergに買収され7)，Rolls-
Royceで自動運航船の研究開発を行っていたメンバ

ーはGroke Technologiesを設立しているためか8)，

その後のSVANプロジェクト関連の目立ったプレス

リリースはない。 
3.2.2 Kongsberg Maritime 

2020年2月，Kongsberg MaritimeはBastø Fosen，
KONGSBERG ， the Norwegian Maritime 
Authority（NMA）と共同で，Bastø Fosenが運航

 
図2 「Falco」の自動着岸の様子6) 
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とのできる機能を有する船舶という意味であり，実

際に操船を行うことのできる船員が乗船しているか

否かには関係がない。 
「無人航行船」とは，船員が乗船していない船舶

のことであり，上記の自律航行船の機能を搭載して

いる，または遠隔地から人間が通信手段を介して操

船指令を船舶に送信しその指令に基づいて航行する

自動航行船のことである。船員が乗船していないと

いうことが条件であり，旅客は乗船していても良い。

通信が途切れる可能性があることを考えると，自律

航行船の機能を装備していることが期待されるが，

自律航行機能を装備せず，遠隔地から舵や推進器等

の航行に関する動作指令を送信するような遠隔操縦

による船舶も，操船を行う船員が乗船していないの

であれば無人航行船に分類できる。 
2.1.2 自動運航船・自律運航船・無人運航船 

船舶運航を考えた場合，「設定された航路上を一

定速度で障害物を避けながら航行する」という航行

機能だけでなく，「桟橋・岸壁から離れる」，「加減

速を行う」，「沖合で投錨して航海状態から停泊状態

に移行する」，「沖合で揚錨して停泊状態から航海状

態に移行する」，「桟橋・岸壁に停泊させる」という

作業や旅客，貨物の積込，荷下しという作業も行わ

れている。海運会社の業務として考えると，船上作

業だけで完結するわけではなく陸上設備との連携を

図るとともに，単に一隻の運航を考えるのではなく

複数の船舶運航との協調を図る必要がある。そこで

本稿では，これらの業務全体で船舶運航が実現され

ている考え，これらの業務全体を行うシステムとし

て「運航」と呼ぶこととする。その運航を行う際に

使用する船舶が，自動航行船，自律航行船，無人航

行船である場合を，それぞれ「自動運航船」，「自律

運航船」，「無人運航船」と呼ぶ。先に述べたように

自律航行船，無人航行船は自動航行船の一種である

ため，自律運航船，無人運航船も自動運航船の一種

である。 
2.1.3 MASS 

日本国内でも用語の定義が確定していないことと

同様に，海外においてもMaritime Autonomous 
Surface Ships（MASS）の定義はまだ確定してい

ない。しかしながら，MASSに関する国際会議に参

加して発表されている内容を考えると，舶用機器関

連企業，通信関連企業，スタートアップ企業がそれ

ぞれ自分たちの技術を船舶に適用した発表を行って

いる。Autonomousという言葉が使われていること

からわかるように，自律機能を搭載した船舶を想定

としているため，2.1.2節で定義した内容的には

「自律運航船」が日本語訳としては一番近い。しか

しながら，まだ自律機能は開発途上であり，自律機

能の一部を開発した自動制御装置の段階での実験が

行われている現状を考えると「自動運航船」と呼ぶ

方が適している。よって，本稿ではMASS＝自動運

航船として考える。 
2.2 自動運航船のハードウェア構成 

研究開発目標となる自動運航船のハードウェア構

成を図で表すと，図1のようになる。 
基本的には，複数の自律航行船，遠隔地において

監視を行いながら状況に応じて指示を行う遠隔制御

室（遠隔指令室），自律航行船と遠隔制御室間で情

報交換を行うための通信システムの3つで構成され

る。自律航行船を航行させる海域の状況や，気象海

象状況を観測するための監視観測機器を港湾やブイ

等に設置して情報共有することも有用であるため，

監視観測機器とも連携できるシステム構成としてお

くことが望ましい。 
安全に自動運航船を活用するためには，船舶単体

で状況を認識，判断し，航行する機能の実装が必要

であるため，使用される船舶は自律航行船であるこ

とが必要である。 
また，遠隔制御室に関しては，運転手が乗車しな

いという意味で自動運転技術が先行している鉄道の

例を考えても運行管理を行う総合指令室が存在する

ので，航行する船舶に対して陸上側から監視すると

ともに，適宜，遠隔地から指令を送信することがで

きるシステムの整備が必要である。 
自律航行船と遠隔制御室，監視観測機器の間では

情報交換を行うため，この情報交換に使用する有

線・無線通信環境の整備が必要である。 
2.3 自動運航船開発の目的 

国によって多少の温度差はあるが，自動運航船に

関する研究開発を行う目的は以下の通りである。 
2.3.1 船舶運航の安全性向上 

自動車分野の話となるが，2021年11月以降の新

型車には衝突被害軽減制動制御装置（自動ブレーキ）
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が義務付けられる4)。これは，このような自動制御

装置を搭載することによって事故の発生を抑制でき

るからである。人間は疲労等によって，どうしても

見落とし，誤判断を起こしてしまう恐れがあるため，

このようなミスによる事故を減らすために，人間の

判断を補助する自動制御装置の開発が求められてい

る。 
2.3.2 船員の負担軽減 

現時点においても，ヘディングコントロール機能

を利用することによって，船員は目標針路を保持す

るために舵を操作するという業務負担を軽減すると

ともに，周囲を見張る業務に注力することができる

環境となっている。さらに自律航行船が実現するよ

うな状況となれば，さらに見張り業務に対する負担

も軽減することができる。 
2.3.3 船員不足への対応 

船員の業務は日本では，きつい，汚い，危険の

3K職場の一つとして捉えられる場合もあるが，海

外においてもDull，Dirty，Dangerousの3D jobと
捉えられ，若者の就労希望者が少なくなってきてい

るとのことである。特に内航においては50歳以上

の船員の割合が約46％を占めるため5)，近い将来，

船員不足問題がより深刻になることが容易に想定で

きる。 
2.3.4 環境負荷低減 

自動運航船が直接，環境負荷低減につながるわけ

ではないが，無人運航船が実現されれば船員の労働

時間が長くなるという問題が発生しないため，船舶

の航行速度を遅くしても良く，航行速度を遅くする

ことによって燃費を削減し，環境負荷低減に貢献す

ることができる。 
2.3.5 運航コスト削減 

無人運航船が実現されれば，船員の雇用費用，乗

船中の食費等の経費を削減することができる。さら

に船舶内に船員が居住するためのスペースをなくし

て貨物を積載する量を増やすことができる。 
2.3.6 技術的興味 

特に自動車分野において，自動運転技術の研究開

発が進んでいることから，船舶分野においても自動

運転技術を利用する可能性があるのではないか，と

いう技術者の純粋な技術的興味から研究が進められ

ている。 

3．国内外の自動運航船関連技術の開発例 

3.1 国内外の関連技術開発動向概要 

改めて言うまでもなく，自動運航船の開発を行う

ためには，数百億円という多額の投資が必要となる。

投資家からの資金を獲得するためにはやむを得ない

ことでもあるが，CGによるプロモーションビデオ

を活用したコンセプトの発表は大々的に行うものの

実際に船舶を建造しての実証実験までなかなか進ま

ない，船体は建造できても自動運航を実現するため

のソフトウェア開発が進んでいない，というプロジ

ェクトが多数存在する。本稿では，少々古いものも

含まれるが，実際に運航されている比較的大型の船

舶を利用した，自律運航船を目指した自動運航船の

実証実験に焦点を絞って代表的な事例を紹介するこ

ととする。 
3.2 国外の関連技術開発例 

3.2.1 Rolls-Royce 

2018年12月，Rolls-RoyceとFinferriesはTurku，

FINLAND に て ， 全 長 53.8m の カ ー フ ェ リ ー

「Falco」によるParainen – Nauvo間の完全自律航

行，先の定義でいう自律運航船の範疇となるデモン

ストレーションを実施した。Falcoの自動着岸の様

子を図2に示す。センサとAIを統合した障害物検知

システムを搭載し，障害物検知システムからの情報

に基づいて障害物回避を行うとともに，自動着岸を

船員が一切操作しない完全自律操船制御にて行った

とのことである6)。システム開発にあたり，約400
時間におよぶ海上テストを実施したとのことである。

なお，2019年4月に本自動運航システム開発プロジ

ェクト（SVAN（Safer Vessel with Autonomous 
Navigation）プロジェクト）を行っていたRolls-
Royceの商船部門はKongsbergに買収され7)，Rolls-
Royceで自動運航船の研究開発を行っていたメンバ

ーはGroke Technologiesを設立しているためか8)，

その後のSVANプロジェクト関連の目立ったプレス

リリースはない。 
3.2.2 Kongsberg Maritime 

2020年2月，Kongsberg MaritimeはBastø Fosen，
KONGSBERG ， the Norwegian Maritime 
Authority（NMA）と共同で，Bastø Fosenが運航

 
図2 「Falco」の自動着岸の様子6) 

岩
中

1

w
ord

品
目

／
A

S14I

CC 2020

岩
中

1

w
ord

品
目

／
A

S14I

CC 2020

仮（P.7）

ClassNK技報03（和文）_1.indd   7ClassNK技報03（和文）_1.indd   7 2021/06/29   14:022021/06/29   14:02



 
 
 
 ClassNK技報 No.3，2021（Ⅰ） 

－4－ 

する全長約140mのカーフェリー「Bastø Fosen VI」
に自動運航システムを搭載し，Horten-Moss間の通

常運航されている状況での，出港から入港までの自

動運航，本稿で定義する自動運航船の実験に成功し

た9)。図3にプレスリリースに掲載されている船橋

の様子を示す。 
3.2.3 Wärtsilä 

2021 年 1 月， Wärtsilä は， Cleveland ， US の

Crooked Riverにて，船齢42年，全長190mの船舶

「 American Courage 」 に 自 動 運 航 シ ス テ ム

Wärtsilä SmartMove Suiteを搭載し，自動離着岸

を含む運航を行っていることを発表した。

American Courageの航行の様子を図4に示す。こ

ちらも先の定義でいう自律運航船の範疇となる運航

である。特筆すべき点は川幅が狭く回頭する場所が

ないため，前進後進それぞれの自動運航を実現して

いることである10)。 
3.2.4 U.S. Department of Defense 

2021年1月，U.S. Department of Defenseは，図5

に示すような自律航行船で4,700マイル以上の航行

に成功したと発表した。Gulf CoastからCalifornia

海岸までの航海中，およそ97％を自律航海にて実

施し，数少ない乗船している船員によって操船が行

われた場面の一つはパナマ運河通航時とのことであ

る11)。U.S. Dept. of Defenseからのプレスリリース

ではunmannedという言葉が使用されているが，船

員が乗船して実験を行っているため，こちらも本稿

での定義では自律航行船，自律運航船の範疇となる

実験である。 
3.3 国内の関連技術開発例 

3.3.1 ジャパン マリンユナイテッド 

現ジャパン マリンユナイテッドが開発し，国土

交通省九州地方整備局関門航路事務所で運航されて

いる図6に示す全長103mの浚渫兼油回収船「海翔

丸」は，2004年4月より，接岸─陸上排送─離岸を

自動化した「自動係船・自動陸上排送システム」の

運用を行っている12)。予め設定された入港接岸航路

を追従するコーストラッキング制御ならびに岸壁側

に設置された自動係船システムのセットで，自動係

船・自動陸上排送システムは実現されている13) 14)。

障害物検知回避機能に関しては搭載しておらず，船

員が見張り作業を行っている環境下で使用する自動

制御装置であり，船舶としては自律航行船ではなく

自動航行船の範疇となるが，離着岸を自動化してい

るという意味では自動運航船といえる。 

 
図3 「Bastø Fosen VI」の航海の様子9) 

 
図4 「American Courage」の航海の様子10) 

 
図5 「U.S. Dept. of Defense」の自律航行船11) 

 
図6 浚渫兼油回収船「海翔丸」 

 
 
 

自動運航船の実用化に向けた最新動向と課題 

－5－ 

3.3.2 日本郵船 

2019年9月，日本郵船は図7に示す全長約200mの

大型自動車専用船「IRIS LEADER」に最適航行プ

ログラムを搭載し，新沙（中国）から名古屋港，お

よび名古屋港から横浜港の試験区間（湾内を除く日

本沿岸海域）において，通常の乗組員による当直体

制を維持したまま，昼夜を問わず断続的に最適航行

プログラムによる航海を実施した15)。最適航行プロ

グラムは避航操船を行うプログラムであり，本稿の

定義でいう自律航行船の実験といえる。 
3.3.3 三井E&S造船他4社 

2021年5月，三井E&S造船，商船三井，東京海洋

大学，三井造船昭島研究所，商船三井フェリーは，

商船三井フェリーが保有する全長190mの大型カー

フェリー「さんふらわあ しれとこ」を用いて，茨

城県大洗港の実岸壁にて自動離着桟の実証試験を行

い，大型カーフェリーとしては世界で初めて実岸壁

での自動離着桟を成功させた16)。自動離着桟シミュ

レーションおよび実証実験の様子を図8に示す。プ

レスリリースには，避航動作に関する記載がなく自

律機能を搭載しているか不明なため，本稿の定義で

いう自動航行船の実験と考えられる。 

4．自動運航船実現に向けた課題 

4.1 自動運航船実現に向けた課題概要 

船舶といっても，全長数mのミニボートから，数

百mとなる大型船まで存在する。大きさだけでなく，

プレジャーボート，漁船，フェリー，貨物船，タン

カー，自動車運搬船等，形状も大きく異なる船舶が

多数存在する。そのため操船するための操舵室の場

所や高さ，推進器の数や応答性，周辺環境の情報を

得るために搭載されている機器類は，船舶によって

全く異なる。さらに，一航海といっても，航路によ

って航海日数は異なり，航海中に要求される作業も

大きく異なる。一方で，自動運航船の実現に向けた

研究開発に取り組む大学，研究機関，企業は世界的

に見ても非常に限られており，それぞれが自身に関

係の深い船舶を対象に研究開発を進めているため，

船舶業界全体としてうまく連携して研究開発が進め

られているとは言えない状況である。 
そこで本稿では，著者の知る範囲内で，自動運航

船に求められる機能，利用海域，船舶サイズ等の違

いによる検討課題の整理を行う。 
4.2 自動運航船に求められる機能 

2.1.2節で述べたように，自動運航船を実現する

ために，まずは「設定された航路上を一定速度で障

害物を避けながら航行する」，「桟橋・岸壁から離れ

る」，「加減速を行う」，「沖合で投錨して航海状態か

ら停泊状態に移行する」，「沖合で揚錨して停泊状態

から航海状態に移行する」，「桟橋・岸壁に停泊させ

る」という機能の実現が必要である。 
3章で述べたように離着岸（桟）機能に関しては，

カーフェリーや陸上側設備との連携によって，実現

されている。錨泊対応に関しては，著者の調査能力

不足のせいだと思われるが，研究開発例を見つける

ことができなかった。 
障害物を避けながら航行するという技術に関して

は，まずは障害物を検知する機能の実現が必要であ

る。検知する機能には，単に船舶を検知するだけで

なく，運転不自由船，操縦性能制限船等を検知する

ことや，漁網やブイ，漂流物，航路浮標を検知する

ことが求められる。そのうえで，見合い関係や航行

状況による優先順位の違いを判断して，避航方法を

決定する，という判断能力も求められる。障害物の

検知に関しては，人工知能（AI）を活用したシス

テムの開発が世界各国で行われており，日本におい

ても2019年6月に日本船舶技術研究協会が「海の画

像認識システム構築研究委員会」を発足させ，海に

おける障害物検知を行うAIの開発に活用できる画

像ビッグデータの収集・整備に向けた活動を行って

 
図8 自動離着桟シミュレーションおよび 

実証実験の様子16) 

 
図7 大型自動車専用船「IRIS LEADER」15) 
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する全長約140mのカーフェリー「Bastø Fosen VI」
に自動運航システムを搭載し，Horten-Moss間の通

常運航されている状況での，出港から入港までの自

動運航，本稿で定義する自動運航船の実験に成功し

た9)。図3にプレスリリースに掲載されている船橋

の様子を示す。 
3.2.3 Wärtsilä 

2021 年 1 月， Wärtsilä は， Cleveland ， US の

Crooked Riverにて，船齢42年，全長190mの船舶

「 American Courage 」 に 自 動 運 航 シ ス テ ム

Wärtsilä SmartMove Suiteを搭載し，自動離着岸

を含む運航を行っていることを発表した。

American Courageの航行の様子を図4に示す。こ

ちらも先の定義でいう自律運航船の範疇となる運航

である。特筆すべき点は川幅が狭く回頭する場所が

ないため，前進後進それぞれの自動運航を実現して

いることである10)。 
3.2.4 U.S. Department of Defense 

2021年1月，U.S. Department of Defenseは，図5

に示すような自律航行船で4,700マイル以上の航行

に成功したと発表した。Gulf CoastからCalifornia

海岸までの航海中，およそ97％を自律航海にて実

施し，数少ない乗船している船員によって操船が行

われた場面の一つはパナマ運河通航時とのことであ

る11)。U.S. Dept. of Defenseからのプレスリリース

ではunmannedという言葉が使用されているが，船

員が乗船して実験を行っているため，こちらも本稿

での定義では自律航行船，自律運航船の範疇となる

実験である。 
3.3 国内の関連技術開発例 

3.3.1 ジャパン マリンユナイテッド 

現ジャパン マリンユナイテッドが開発し，国土

交通省九州地方整備局関門航路事務所で運航されて

いる図6に示す全長103mの浚渫兼油回収船「海翔

丸」は，2004年4月より，接岸─陸上排送─離岸を

自動化した「自動係船・自動陸上排送システム」の

運用を行っている12)。予め設定された入港接岸航路

を追従するコーストラッキング制御ならびに岸壁側

に設置された自動係船システムのセットで，自動係

船・自動陸上排送システムは実現されている13) 14)。

障害物検知回避機能に関しては搭載しておらず，船

員が見張り作業を行っている環境下で使用する自動

制御装置であり，船舶としては自律航行船ではなく

自動航行船の範疇となるが，離着岸を自動化してい

るという意味では自動運航船といえる。 

 
図3 「Bastø Fosen VI」の航海の様子9) 
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3.3.2 日本郵船 

2019年9月，日本郵船は図7に示す全長約200mの

大型自動車専用船「IRIS LEADER」に最適航行プ

ログラムを搭載し，新沙（中国）から名古屋港，お

よび名古屋港から横浜港の試験区間（湾内を除く日

本沿岸海域）において，通常の乗組員による当直体

制を維持したまま，昼夜を問わず断続的に最適航行

プログラムによる航海を実施した15)。最適航行プロ

グラムは避航操船を行うプログラムであり，本稿の

定義でいう自律航行船の実験といえる。 
3.3.3 三井E&S造船他4社 

2021年5月，三井E&S造船，商船三井，東京海洋

大学，三井造船昭島研究所，商船三井フェリーは，

商船三井フェリーが保有する全長190mの大型カー

フェリー「さんふらわあ しれとこ」を用いて，茨

城県大洗港の実岸壁にて自動離着桟の実証試験を行

い，大型カーフェリーとしては世界で初めて実岸壁

での自動離着桟を成功させた16)。自動離着桟シミュ

レーションおよび実証実験の様子を図8に示す。プ

レスリリースには，避航動作に関する記載がなく自

律機能を搭載しているか不明なため，本稿の定義で

いう自動航行船の実験と考えられる。 

4．自動運航船実現に向けた課題 

4.1 自動運航船実現に向けた課題概要 

船舶といっても，全長数mのミニボートから，数

百mとなる大型船まで存在する。大きさだけでなく，

プレジャーボート，漁船，フェリー，貨物船，タン

カー，自動車運搬船等，形状も大きく異なる船舶が

多数存在する。そのため操船するための操舵室の場

所や高さ，推進器の数や応答性，周辺環境の情報を

得るために搭載されている機器類は，船舶によって

全く異なる。さらに，一航海といっても，航路によ

って航海日数は異なり，航海中に要求される作業も

大きく異なる。一方で，自動運航船の実現に向けた

研究開発に取り組む大学，研究機関，企業は世界的

に見ても非常に限られており，それぞれが自身に関

係の深い船舶を対象に研究開発を進めているため，

船舶業界全体としてうまく連携して研究開発が進め

られているとは言えない状況である。 
そこで本稿では，著者の知る範囲内で，自動運航

船に求められる機能，利用海域，船舶サイズ等の違

いによる検討課題の整理を行う。 
4.2 自動運航船に求められる機能 

2.1.2節で述べたように，自動運航船を実現する

ために，まずは「設定された航路上を一定速度で障

害物を避けながら航行する」，「桟橋・岸壁から離れ

る」，「加減速を行う」，「沖合で投錨して航海状態か

ら停泊状態に移行する」，「沖合で揚錨して停泊状態

から航海状態に移行する」，「桟橋・岸壁に停泊させ

る」という機能の実現が必要である。 
3章で述べたように離着岸（桟）機能に関しては，

カーフェリーや陸上側設備との連携によって，実現

されている。錨泊対応に関しては，著者の調査能力

不足のせいだと思われるが，研究開発例を見つける

ことができなかった。 
障害物を避けながら航行するという技術に関して

は，まずは障害物を検知する機能の実現が必要であ

る。検知する機能には，単に船舶を検知するだけで

なく，運転不自由船，操縦性能制限船等を検知する

ことや，漁網やブイ，漂流物，航路浮標を検知する

ことが求められる。そのうえで，見合い関係や航行

状況による優先順位の違いを判断して，避航方法を

決定する，という判断能力も求められる。障害物の

検知に関しては，人工知能（AI）を活用したシス

テムの開発が世界各国で行われており，日本におい

ても2019年6月に日本船舶技術研究協会が「海の画

像認識システム構築研究委員会」を発足させ，海に

おける障害物検知を行うAIの開発に活用できる画

像ビッグデータの収集・整備に向けた活動を行って

 
図8 自動離着桟シミュレーションおよび 

実証実験の様子16) 

 
図7 大型自動車専用船「IRIS LEADER」15) 
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いる。本委員会の活動期間は2021年度までの3年間

と予定されており，海の画像ビッグデータと教師デ

ータの整備は「協調領域」として業界共同で取り組

み，AI技術やアプリ開発はシステム会社等が「競

争領域」として実施することを考えて委員会は設立

されている。本委員会はフェーズⅠおよびフェーズ

Ⅱの二段階で実施され，フェーズⅠでは，画像デー

タの仕様の決定及び教師データの試作を2019年度

内に実施し，2020年度からはフェーズⅡに移行し

画像データの収集，教師データの製作，教師データ

を含む画像ビッグデータを二年間で実施する予定と

なっている17)。 
4.3 利用海域による違い18) 

公園やテーマパーク内の閉鎖された水域であれば，

水域内で運航される船舶および航路の状況をほぼ完

全に把握することができる。この場合，不意の落水

者等があったとしても，船舶に搭載したカメラ等に

よる見張りだけでなく，水域周辺に別途，監視カメ

ラ等を設置して航路全体を監視しておくことにより

発見しやすい。回避すべき障害物か，水鳥など回避

しなくても良い障害物かの判断は，現状では人間に

ゆだねる必要があると考えられるが，将来的には

AI等による自動検知が可能になると期待される。

障害物を発見した場合には，障害物に衝突する前に

停船さえできれば，最低限の障害物回避機能を備え

ているといえる。そのうえ，閉鎖水域であれば航続

距離も短く必要となる推進システムの稼働時間も短

いと考えられる。稼働時間が短ければメンテナンス

は，別途，機会を設けて行えばよく，通常は単純に

航行するために必要な制御だけを行えばよいので自

動化はしやすい。離着桟に関しても閉鎖水域であれ

ば自動運航船に適した桟橋を整備することによって

操船制御を容易にすることができる。 
河川や運河を横断するような見通しのある数百m

程度のごく短距離の航路を運航する場合には，閉鎖

水域の場合と同様に監視カメラ等を設置し，航路全

体を監視することは比較的容易である。推進システ

ムに求められる機能に関しても閉鎖水域と同様で良

いと考えられる。閉鎖水域との違いは，閉鎖水域は

他の船舶等が航路内に侵入してくることを想定しな

くても良いが，閉鎖水域でない場所では他船等が航

路に侵入してくる可能性を無視することができない

ことである。このため，航路内に侵入してくる他船

を見つけ，動向を把握し，避けて航行するというよ

うな，より高度な障害物検知機能および障害物回避

機能が要求される。また，環境によっては潮汐や流

れの影響も考慮しなければならないため，このよう

な観点からも，より高度な自律航行機能が必要とな

る。 
河川や運河内等，直接的な見通しはないが，決め

られた航路を航行するような場合，ごく短距離の航

路での状況に加えて，さらに検知すべき障害物が増

えることとなる。推進システムに関しても，複数の

場所で停船するとはいえ航海時間が長くなるため，

より信頼船の高い推進システムが要求される。 
港湾内を航行するような航路の場合，河川等の航

路の場合よりも，大きさの異なる船舶が多数航行し，

さらに他の船舶の進行方向も様々となり，漁網等の

漁具類の検知も要求され，障害物検知機能の向上が

必要となる。水域が広くなり波の大きさも大きくな

るため，気象状況の把握ならびに気象状況に対応し

た操船が要求されるようになる。また，タグボート

やパイロットボート等の自動運航化も考えられるが，

この場合は単に自船の操船だけでなく，自船が操船

補助を行おうとしている他船の動きも考慮しなけれ

ばならないため，更なる操船制御の高度化が求めら

れる。 
ある港湾から出港し，数時間から数日の航海の後，

他の港湾に入港するというような航路の場合，操船

面に関しては，港湾内を自律航行できるレベルの操

船システムとなっていれば，同じ操船システムを利

用すれば良いと考えられる。推進システムに関して

は，完全無人で数日間運用可能なシステムとなるよ

う信頼性の向上，メンテナンスフリーな推進システ

ムが求められる。 
大洋航海の場合，航海日数は数週間となるが，こ

のような航海の場合，単に物資を輸送するための操

船を行うだけでなく，船舶に対する各種メンテナン

ス作業も行われている。メンテナンス作業を航海中

に行うことは，入渠時の作業を削減することにつな

がり，結果として船舶の稼働時間を長くすることに

つながっている。このメンテナンス作業を自動化す

ることは非常に困難であるため，操船に関する部分

は自動化することが出来ても，メンテナンス部分に

関しては人手に頼ることが続くと考えられる。 
4.4 船舶サイズによる違い18) 

全長3m未満，出力1.5kW未満の小型船舶の場合，

船舶安全法に基づく検査が不要であり，船舶職員及

び小型船舶操縦者法上，操縦免許証をもつ操縦者が

乗船して操船する必要がないため，実験等がしやす

い船舶といえる。しかし，海上衝突予防法の観点か

ら考えると，実験が許可されているわけではないの

で注意が必要である。また，出力1.5kW未満では，

出力が小さいため利用できる船舶の大きさ，水域が

限られ，船舶の操縦性能も制限されることから，実

験結果の評価，他所への展開可能性に関しては注意
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が必要である。 
総トン数20トン未満の小型船舶は，運動性能が

良く小回りが利く半面，波などによる影響も大きく

受ける船舶である。人間が操船を行っている場合，

他船による引き波を見つけると，自船の動揺が少な

くなるよう波に向かう船首方向を調整するなど，マ

クロな視点では直線的に航行している状況でも，ミ

クロな視点では細かな操船を行っている。単に設定

した航路を追従するだけでなく，このような細かな

操船を行う機能の実現が必要である。また外乱の影

響で，瞬間的に船首方位が変動しているように計測

されたとしても，外乱の影響がなくなると元に戻る

ということが発生するため，船体の運動性能に応じ

て計測した値を処理する必要がある。 
総トン数20トンを超える船舶に関しては，船舶

の大きさによってさらに細かく分類する名称はない

が，全長20m程度の船舶から数百mとなる船舶まで

存在する。さらにタンカーなど，空荷と満載の場合

で喫水が10m以上も変化してしまう，自動車運搬船

は水上構造物の大きさが非常に大きいため風等の影

響を非常に受ける等，運動性能が大きく変化するた

め，同一船舶でも状況に適した自動制御を行うべく

制御系を設計する必要がある。さらに運動性能が異

なるということは障害物を発見してから回避するま

でに必要となる距離も異なってくることから，各種

センサによって障害物を発見することが要求される

距離も変化し，センサに要求される性能も異なる。

推進器に関しても，小さな船舶ではプロペラの正転

逆転を比較的簡単に切り替えることができるため正

転逆転を切り替えることを前提とした操船が可能と

なるが，全長が数百mとなるような船舶ではプロペ

ラの回転方向を変更して操船を行うようなことは現

実的ではない。 
4.5 陸上側設備との連携 

すべての操船作業を船舶側だけで行おうとすると，

どうしても問題が複雑となる。例えば，係船作業に

関しては，3.3.1節で紹介した海翔丸の運航で使用

されている自動係船・自動陸上排送システムのよう

なものを用意できれば，船舶と陸上側での係船索の

受け渡しというような作業をなくすことができる。

また，船首船尾から乗下船を行うカーフェリーのよ

うな着岸方法が可能であれば，船舶を岸壁に横付け

する場合と比較して容易に着岸制御を行うことがで

きる。 
遠隔制御室の設備に関しても，船舶の運転状態や

海域情報の全てを航行中の船舶から得るとなると，

無線通信網に頼らざるを得ないため，送受信できる

情報量，通信速度はどうしても制限されてしまう。

しかし，航行水域によっては陸上側にカメラ等を設

置することによって有線通信網も有効に活用できる

だけでなく，カメラの設置場所を適切に選定するこ

とによって水域全体を俯瞰した情報が得られるため，

各船舶にカメラを設置するよりも，より効果的に水

域を監視することができることも考えられる。特に

有線通信網の活用は，通信容量，通信速度，通信費

用の観点からも有益となることが期待できる。 
つまり，船舶運航に関して船舶側だけで全ての問

題を解決しようとするのではなく，陸上側設備を有

効に活用することによって解決すべき問題が簡単に

なり，費用も安くすることができる可能性があるた

め，陸上側設備の開発状況も把握し，積極的に利用

する意識も必要であると考える。 
4.6 法制度整備・国際標準化 

先日，国際海事機関（IMO） 海上安全員会 第

103回会合（MSC 103）が終了し，2018年より行

われていた自動運航船が既存規制体系に及ぼす影響

を分析するための論点整理が完了した。海事関連条

約等の一部については自動化レベルに応じ条約改正

や解釈整理が必要との結論になった。その中で，早

期導入が期待される「船員の意思決定をサポートす

る自動化システムを搭載する自動運航船」について

は，ほとんどの条約改正や解釈が不要との結論にな

り，今後の優先検討事項として以下の事項が合意さ

れたとのことである19)。 
〇自動運航船の関係基準作成に係る作業計画策定 
〇自動運航船の定義と自動化レベルの見直し 
〇自動運航に関する用語の定義の策定 
〇自動運航船固有の優先課題への対応 
（自動運航船における「船長」，「遠隔支援センタ

ー」等の基準上の位置づけ等） 
〇自動運航システムの適用等に関するガイドライン

策定 

今後，より具体的に開発した技術の社会実装に向

けたルール形成活動が活発化すると考えられるが，

我が国海事産業の国際競争力強化のためには積極的

にルール形成活動に参加していくことが必要である。

そのうえで，開発された技術に対するルール形成だ

けでなく，開発された技術を利用する運用管理技術

者，具体的には自動運航船に乗船する船員や，遠隔

制御室にて運航管理を行う人員に関する資格，トレ

ーニング法に関する検討，法制度整備も必要である

と考えられる。 
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いる。本委員会の活動期間は2021年度までの3年間

と予定されており，海の画像ビッグデータと教師デ

ータの整備は「協調領域」として業界共同で取り組

み，AI技術やアプリ開発はシステム会社等が「競

争領域」として実施することを考えて委員会は設立

されている。本委員会はフェーズⅠおよびフェーズ

Ⅱの二段階で実施され，フェーズⅠでは，画像デー

タの仕様の決定及び教師データの試作を2019年度

内に実施し，2020年度からはフェーズⅡに移行し

画像データの収集，教師データの製作，教師データ

を含む画像ビッグデータを二年間で実施する予定と

なっている17)。 
4.3 利用海域による違い18) 

公園やテーマパーク内の閉鎖された水域であれば，

水域内で運航される船舶および航路の状況をほぼ完

全に把握することができる。この場合，不意の落水

者等があったとしても，船舶に搭載したカメラ等に

よる見張りだけでなく，水域周辺に別途，監視カメ

ラ等を設置して航路全体を監視しておくことにより

発見しやすい。回避すべき障害物か，水鳥など回避

しなくても良い障害物かの判断は，現状では人間に

ゆだねる必要があると考えられるが，将来的には

AI等による自動検知が可能になると期待される。

障害物を発見した場合には，障害物に衝突する前に

停船さえできれば，最低限の障害物回避機能を備え

ているといえる。そのうえ，閉鎖水域であれば航続

距離も短く必要となる推進システムの稼働時間も短

いと考えられる。稼働時間が短ければメンテナンス

は，別途，機会を設けて行えばよく，通常は単純に

航行するために必要な制御だけを行えばよいので自

動化はしやすい。離着桟に関しても閉鎖水域であれ

ば自動運航船に適した桟橋を整備することによって

操船制御を容易にすることができる。 
河川や運河を横断するような見通しのある数百m

程度のごく短距離の航路を運航する場合には，閉鎖

水域の場合と同様に監視カメラ等を設置し，航路全

体を監視することは比較的容易である。推進システ

ムに求められる機能に関しても閉鎖水域と同様で良

いと考えられる。閉鎖水域との違いは，閉鎖水域は

他の船舶等が航路内に侵入してくることを想定しな

くても良いが，閉鎖水域でない場所では他船等が航

路に侵入してくる可能性を無視することができない

ことである。このため，航路内に侵入してくる他船

を見つけ，動向を把握し，避けて航行するというよ

うな，より高度な障害物検知機能および障害物回避

機能が要求される。また，環境によっては潮汐や流

れの影響も考慮しなければならないため，このよう

な観点からも，より高度な自律航行機能が必要とな

る。 
河川や運河内等，直接的な見通しはないが，決め

られた航路を航行するような場合，ごく短距離の航

路での状況に加えて，さらに検知すべき障害物が増

えることとなる。推進システムに関しても，複数の

場所で停船するとはいえ航海時間が長くなるため，

より信頼船の高い推進システムが要求される。 
港湾内を航行するような航路の場合，河川等の航

路の場合よりも，大きさの異なる船舶が多数航行し，

さらに他の船舶の進行方向も様々となり，漁網等の

漁具類の検知も要求され，障害物検知機能の向上が

必要となる。水域が広くなり波の大きさも大きくな

るため，気象状況の把握ならびに気象状況に対応し

た操船が要求されるようになる。また，タグボート

やパイロットボート等の自動運航化も考えられるが，

この場合は単に自船の操船だけでなく，自船が操船

補助を行おうとしている他船の動きも考慮しなけれ

ばならないため，更なる操船制御の高度化が求めら

れる。 
ある港湾から出港し，数時間から数日の航海の後，

他の港湾に入港するというような航路の場合，操船

面に関しては，港湾内を自律航行できるレベルの操

船システムとなっていれば，同じ操船システムを利

用すれば良いと考えられる。推進システムに関して

は，完全無人で数日間運用可能なシステムとなるよ

う信頼性の向上，メンテンンスフリーな推進システ

ムが求められる。 
大洋航海の場合，航海日数は数週間となるが，こ

のような航海の場合，単に物資を輸送するための操

船を行うだけでなく，船舶に対する各種メンテナン

ス作業も行われている。メンテナンス作業を航海中

に行うことは，入渠時の作業を削減することにつな

がり，結果として船舶の稼働時間を長くすることに

つながっている。このメンテナンス作業を自動化す

ることは非常に困難であるため，操船に関する部分

は自動化することが出来ても，メンテナンス部分に

関しては人手に頼ることが続くと考えられる。 
4.4 船舶サイズによる違い18) 

全長3m未満，出力1.5kW未満の小型船舶の場合，

船舶安全法に基づく検査が不要であり，船舶職員及

び小型船舶操縦者法上，操縦免許証をもつ操縦者が

乗船して操船する必要がないため，実験等がしやす

い船舶といえる。しかし，海上衝突予防法の観点か

ら考えると，実験が許可されているわけではないの

で注意が必要である。また，出力1.5kW未満では，

出力が小さいため利用できる船舶の大きさ，水域が

限られ，船舶の操縦性能も制限されることから，実

験結果の評価，他所への展開可能性に関しては注意
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が必要である。 
総トン数20トン未満の小型船舶は，運動性能が

良く小回りが利く半面，波などによる影響も大きく

受ける船舶である。人間が操船を行っている場合，

他船による引き波を見つけると，自船の動揺が少な

くなるよう波に向かう船首方向を調整するなど，マ

クロな視点では直線的に航行している状況でも，ミ

クロな視点では細かな操船を行っている。単に設定

した航路を追従するだけでなく，このような細かな

操船を行う機能の実現が必要である。また外乱の影

響で，瞬間的に船首方位が変動しているように計測

されたとしても，外乱の影響がなくなると元に戻る

ということが発生するため，船体の運動性能に応じ

て計測した値を処理する必要がある。 
総トン数20トンを超える船舶に関しては，船舶

の大きさによってさらに細かく分類する名称はない

が，全長20m程度の船舶から数百mとなる船舶まで

存在する。さらにタンカーなど，空荷と満載の場合

で喫水が10m以上も変化してしまう，自動車運搬船

は水上構造物の大きさが非常に大きいため風等の影

響を非常に受ける等，運動性能が大きく変化するた

め，同一船舶でも状況に適した自動制御を行うべく

制御系を設計する必要がある。さらに運動性能が異

なるということは障害物を発見してから回避するま

でに必要となる距離も異なってくることから，各種

センサによって障害物を発見することが要求される

距離も変化し，センサに要求される性能も異なる。

推進器に関しても，小さな船舶ではプロペラの正転

逆転を比較的簡単に切り替えることができるため正

転逆転を切り替えることを前提とした操船が可能と

なるが，全長が数百mとなるような船舶ではプロペ

ラの回転方向を変更して操船を行うようなことは現

実的ではない。 
4.5 陸上側設備との連携 

すべての操船作業を船舶側だけで行おうとすると，

どうしても問題が複雑となる。例えば，係船作業に

関しては，3.3.1節で紹介した海翔丸の運航で使用

されている自動係船・自動陸上排送システムのよう

なものを用意できれば，船舶と陸上側での係船索の

受け渡しというような作業をなくすことができる。

また，船首船尾から乗下船を行うカーフェリーのよ

うな着岸方法が可能であれば，船舶を岸壁に横付け

する場合と比較して容易に着岸制御を行うことがで

きる。 
遠隔制御室の設備に関しても，船舶の運転状態や

海域情報の全てを航行中の船舶から得るとなると，

無線通信網に頼らざるを得ないため，送受信できる

情報量，通信速度はどうしても制限されてしまう。

しかし，航行水域によっては陸上側にカメラ等を設

置することによって有線通信網も有効に活用できる

だけでなく，カメラの設置場所を適切に選定するこ

とによって水域全体を俯瞰した情報が得られるため，

各船舶にカメラを設置するよりも，より効果的に水

域を監視することができることも考えられる。特に

有線通信網の活用は，通信容量，通信速度，通信費

用の観点からも有益となることが期待できる。 
つまり，船舶運航に関して船舶側だけで全ての問

題を解決しようとするのではなく，陸上側設備を有

効に活用することによって解決すべき問題が簡単に

なり，費用も安くすることができる可能性があるた

め，陸上側設備の開発状況も把握し，積極的に利用

する意識も必要であると考える。 
4.6 法制度整備・国際標準化 

先日，国際海事機関（IMO） 海上安全員会 第

103回会合（MSC 103）が終了し，2018年より行

われていた自動運航船が既存規制体系に及ぼす影響

を分析するための論点整理が完了した。海事関連条

約等の一部については自動化レベルに応じ条約改正

や解釈整理が必要との結論になった。その中で，早

期導入が期待される「船員の意思決定をサポートす

る自動化システムを搭載する自動運航船」について

は，ほとんどの条約改正や解釈が不要との結論にな

り，今後の優先検討事項として以下の事項が合意さ

れたとのことである19)。 
〇自動運航船の関係基準作成に係る作業計画策定 
〇自動運航船の定義と自動化レベルの見直し 
〇自動運航に関する用語の定義の策定 
〇自動運航船固有の優先課題への対応 
（自動運航船における「船長」，「遠隔支援センタ

ー」等の基準上の位置づけ等） 
〇自動運航システムの適用等に関するガイドライン

策定 

今後，より具体的に開発した技術の社会実装に向

けたルール形成活動が活発化すると考えられるが，

我が国海事産業の国際競争力強化のためには積極的

にルール形成活動に参加していくことが必要である。

そのうえで，開発された技術に対するルール形成だ

けでなく，開発された技術を利用する運用管理技術

者，具体的には自動運航船に乗船する船員や，遠隔

制御室にて運航管理を行う人員に関する資格，トレ

ーニング法に関する検討，法制度整備も必要である

と考えられる。 
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5．おわりに 

本稿では著者が把握している自動運航船の実用化

に向けた最新動向と，著者自身が自動運航船の実用

化に向けた研究開発を行っている中で考えている課

題を述べた。自動運航船の研究開発に関して，海外

から非常に積極的に発信されているため，海外企業

の技術が進んでいるように感じている方も多いかと

思うが，詳細に確認すると技術的には日本国内で研

究開発されている技術も大きな差はない。むしろ，

一部の問題だけに焦点を絞って開発されていること

も多いため，現状のCOLREG条約等を満たしてい

ないような技術も散見される。自動運航船が実用化

されるとしても，全ての船舶が一斉に自動運航船に

なるわけではないので，既存の船舶との共存が求め

られる。つまり，現状の各種条約を確認し準拠した

技術開発が必要であり，日本から発信する技術に関

してはしっかりと条約に準拠した技術が発信されて

いくことを期待したい。そのうえで，近年は日本国

内においても，様々な実証実験が行われているため，

これらの実証実験結果を発信するとともに，実験結

果に基づいて自動運航船の安全運航に必要なルール，

ガイドライン等に関して積極的に発信し，日本で開

発された技術が自動運航船の標準技術となることを

期待している。 
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安全航行に向けた衝突リスク判断方式の研究開発と検証 
 

桑原 悟＊，西村 遥＊，中川 和也＊＊，芳永 真＊＊，井関 修一＊＊＊， 
吉田 亮＊＊＊，箱山 忠重＊＊＊＊，沓名 弘二＊＊＊＊＊，中村 純＊＊＊＊＊ 

 
1．はじめに 

近年，ICT技術の革新が急速に進み，自動車産業

をはじめとした様々な業界でビックデータを活用し

た新たな技術研究開発が積極的に進められている。

海運産業においても，欧州をはじめ，国際的に産官

学によるビックデータを活用した新たな技術研究開

発が進められており，その変革の影響が海運ビジネ

スへも波及している。 
我が国においても，この国際的な流れに沿って，

新たな海運ビジネスを視野に置き，我が国の海運産

業の国際競争力強化につなげるべく，今後の発展に

重要となる船舶ビッグデータを活用した分野の技術

研究開発に産学官が総力を挙げて取り組んでいる。 
その取り組みの一環として，国土交通省では，

2016年（平成28年）を「生産性革命元年」と位置

づけ，海事局においては「海事生産性革命（ i-
Shipping）」を推進している。i-Shippingの運航分

野では，船舶・舶用機器のインターネット化

（IoT），ビッグデータ解析などを活用した先進的な

機器やシステムの研究開発を支援し，船舶運航の安

全性や効率性の向上を図る目的で，2017年度まで

に船体構造のモニタリング技術の開発など，計8件
の技術開発事業に対して補助が実施された。 

ここでは，その採択事業（先進安全船舶技術研究

開発補助事業）の一つである「船舶の衝突リスク判

断と自律操船に関する研究（分野：動揺・操船シミ

ュレータによる運航支援）」に参画する，日本郵船

株式会社・株式会社MTI・株式会社日本海洋科

学・古野電気株式会社・日本無線株式会社・東京計

器株式会社の取り組みについて紹介する。 
本研究に取り組む意義は，近年の船舶の大型化・

高速化，船舶交通の輻輳化や乗組員の少人数化に伴

う航行における安全の確保と航海士の作業負担の軽

減にある。これらの目的を達成するため，本事業で

は「Ⅰ．衝突リスク判断方式の研究開発」，「Ⅱ．自

律操船に関する研究開発」，「Ⅲ．コンピュータビジ

                                                      
＊ 株式会社日本海洋科学 
＊＊ 古野電気株式会社 
＊＊＊ 日本無線株式会社 
＊＊＊＊ 東京計器株式会社 
＊＊＊＊＊ 株式会社MTI 

ョンを利用した航海支援ツール」の3項目の研究を

行った。本稿では「Ⅰ．衝突リスク判断方式の研究

開発」に関して紹介する。 

2．衝突リスク判断方式の研究開発経緯 

船舶事故の原因の約半数が航海士の見張り不十分

によるものであることが事故後の調査で判明してお

り，避航において衝突危険船を的確に把握すること

は最も重要な課題であるといえる。 
自他船間の衝突危険度指標として，船舶用レーダ

ーに搭載されている自動衝突予防援助装置では最接

近点（CPA）を計算した上で，最接近距離（DCPA）

と最接近時間（TCPA）を用いた危険度指標を操船

者に提示する形が一般的である。（図1） 

 
図1 接近点ベースの情報 

しかし，DCPA/TCPAを用いた危険度指標では自

船と他船の見合い関係などが考慮されておらず，東

京湾やシンガポール海峡などの輻輳海域においては

DCPA/TCPAの設定値のみで危険と判断される船舶

が多くアラートが頻発するため，以下の問題が発生

する。 
・ 衝突リスクに応じた船舶の監視が困難 
・ 目視情報とDCPA/CPA情報の照合が困難 
・ 操船者のアラートに対する注意力低下 
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